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弁
護
士
法
人
の
届
出
に
関
す
る
規
則

（
平
成
十
三
年
十
一
月
二
十
日
規
則
第
七
十
八
号
）

改
正

平
成
一
七
年

二
月
一
七
日

同

一
八
年
一
一
月
二
一
日

同

二
六
年
一
二
月
一
八
日

同

二
七
年
一
二
月
一
八
日

令
和

三
年

六
月
一
八
日

同

四
年

七
月
一
四
日

（
目
的
）

第
一
条

こ
の
規
則
は
、
弁
護
士
法
人
規
程
（
会
規
第
四
十
七
号
。

以
下
「
規
程
」
と
い
う
。
）
第
十
二
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
弁
護

士
法
人
の
本
会
に
対
す
る
届
出
の
様
式
に
つ
き
定
め
る
も
の
と
す

る
。

（
成
立
届
出
書
）

第
二
条

規
程
第
六
条
第
二
項
第
一
号
（
規
程
第
九
条
に
お
い
て
そ

の
例
に
よ
る
場
合
を
含
む
。
）
の
成
立
届
出
書
の
様
式
は
、
別
記

様
式
第
一
号
と
す
る
。

（
変
更
届
出
書
）

第
三
条

規
程
第
七
条
第
二
項
第
一
号
（
規
程
第
九
条
に
お
い
て
そ
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の
例
に
よ
る
場
合
を
含
む
。
）
の
変
更
届
出
書
の
様
式
は
、
別
記

様
式
第
二
号
と
す
る
。

（
種
類
変
更
届
出
書
）

第
三
条
の
二

規
程
第
七
条
の
二
第
二
項
第
一
号
の
種
類
変
更
届
出

書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
二
号
の
二
と
す
る
。

（
解
散
届
出
書
）

第
四
条

規
程
第
八
条
第
二
項
第
一
号
の
解
散
届
出
書
の
様
式
は
、

別
記
様
式
第
三
号
と
す
る
。

（
合
併
に
よ
る
解
散
届
出
書
）

第
五
条

規
程
第
九
条
第
二
項
第
一
号
の
合
併
に
よ
る
解
散
届
出
書

の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
四
号
と
す
る
。

（
清
算
結
了
届
出
書
）

第
六
条

規
程
第
十
条
第
二
項
第
一
号
の
清
算
結
了
届
出
書
の
様
式

は
、
別
記
様
式
第
五
号
と
す
る
。

（
破
産
手
続
開
始
決
定
届
出
書
）

第
七
条

規
程
第
十
条
第
四
項
第
一
号
の
破
産
手
続
開
始
決
定
届
出

書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
六
号
と
す
る
。

（
別
紙
）

第
八
条

別
記
様
式
第
一
号
か
ら
別
記
様
式
第
二
号
の
二
ま
で
の
様

式
に
追
加
す
る
別
紙
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
七
号
と
す
る
。

附

則
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こ
の
規
則
は
、
平
成
十
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
一
七
年
二
月
一
七
日
改
正
）

別
紙
第
一
号
書
式
及
び
第
二
号
書
式
の
改
正
規
定
は
，
平
成
十
七

年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
一
八
年
一
一
月
二
一
日
改
正
）

第
二
条
第
二
項
、
第
三
条
第
二
項
及
び
別
紙
書
式
の
改
正
規
定
は
、

理
事
会
の
承
認
が
あ
っ
た
日
（
平
成
十
八
年
十
一
月
二
十
一
日
）
か

ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
二
六
年
一
二
月
一
八
日
規
則
第
一
六
五
号
（
平

成
二
七
年
一
二
月
一
八
日
一
部
改
正
）

外
国
法
事
務
弁
護
士
法
人
制
度
創
設
に
係
る
外
国

弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い
に
関
す
る
特

別
措
置
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
規
則
の
整
備
に
関

す
る
規
則

第
一
条
、
第
二
条
、
第
三
条
、
第
四

条
、
第
五
条
、
第
六
条
、
第
七
条
、
第
八
条
、
第

一
号
書
式
、
第
二
号
書
式
、
第
三
号
書
式
、
第
四

号
書
式
、
第
五
号
書
式
、
様
式
第
六
号
、
様
式
第

七
号
改
正
）
抄

こ
の
規
則
は
、
外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い
に
関
す

る
特
別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第

二
十
九
号
）
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
（
後
略
）
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（
平
成
二
七
年
政
令
第
四
一
四
号
で
平
成
二
八
年
三
月
一

日
か
ら
施
行
）

附

則
（
令
和
三
年
六
月
一
八
日
規
則
第
二
〇
〇
号

弁
護
士
・
外
国
法
事
務
弁
護
士
共
同
法
人
制
度
創

設
に
係
る
外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱

い
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
規

則
の
整
備
に
関
す
る
規
則

第
三
条
の
二
、
第
八

条
、
様
式
第
二
号
の
二
、
様
式
第
四
号
、
様
式
第

五
号
、
様
式
第
七
号
改
正
）

こ
の
規
則
は
、
外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い
に
関
す

る
特
別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
二
年
法
律
第
三
十

三
号
）
第
二
条
の
規
定
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
令
和
四
年
政
令
第
四
一
号
で
令
和
四
年
一
一
月
一
日
か

ら
施
行
）

附

則
（
令
和
四
年
七
月
一
四
日
改
正
）

第
一
条
、
第
二
条
第
二
項
、
第
三
条
第
二
項
及
び
別
記
様
式
第
二

号
の
改
正
規
定
は
、
令
和
四
年
九
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。



別記様式第１号（第２条関係）

弁護士法人の成立届出書
年 月 日

日本弁護士連合会会長 殿

法人名

社員 印

注 代表社員の定めがある場合には代表社員が記名押印すること。

弁護士法第３０条の２第１項の弁護士法人を設立したので、弁護士法人規

程第６条の規定に基づき次のとおり届け出ます。

１．弁護士法人の名称並びに主たる法律事務所の名称及び所在場所

弁護士法人の名称（ふりがな）

主たる法律事務所の名称（ふりがな）

所在場所 （〒 － ）

電 話 （ ） FAX （ ）

所属弁護士会

２．従たる法律事務所の名称及び所在場所

従たる法律事務所の名称（ふりがな）

所在場所 （〒 － ）

電 話 （ ） FAX （ ）

所属弁護士会

□複数あるときは、左にチェックして別紙１に記入すること。



３．社員

主たる法律事務所を登録事務所とする社員

氏 名

登録番号 （職務上の氏名を使用している場合は、 所属弁護士会

職務上の氏名を併記すること。）

□上記に書ききれないときは、左にチェックして別紙２に記入すること。

従たる法律事務所を登録事務所とする社員（法律事務所ごとに記入するこ

と。）

従たる法律事務所の名称

氏 名

登録番号 （職務上の氏名を使用している場合は、 所属弁護士会

職務上の氏名を併記すること。）

□上記に書ききれないとき、又は従たる法律事務所が複数あるときは、左に

チェックして別紙３に記入すること。



４．業務を執行する権利を有しない社員

氏名（職務上の氏名を使用している場合は、職務上の氏名を併記すること。）

□上記に書ききれないときは、左にチェックして別紙４に記入すること。

５．代表社員

代表社員の定め □あり □なし（いずれかにチェックすること。）

代表社員の定めがあるときは以下に記入すること。

氏名（職務上の氏名を使用している場合は、職務上の氏名を併記すること。）

□上記に書ききれないときは、左にチェックして別紙５に記入すること。



６．使用人である弁護士

主たる法律事務所を登録事務所とする弁護士

氏 名

登録番号 （職務上の氏名を使用している場合は、 所属弁護士会

職務上の氏名を併記すること。）

□上記に書ききれないときは、左にチェックして別紙６に記入すること。

従たる法律事務所を登録事務所とする弁護士 （法律事務所ごとに記入す

ること。）

従たる法律事務所の名称

氏 名

登録番号 （職務上の氏名を使用している場合は、 所属弁護士会

職務上の氏名を併記すること。）

□上記に書ききれないとき、又は従たる法律事務所が複数あるときは、左に

チェックして別紙７に記入すること。



７．使用人である外国法事務弁護士

主たる法律事務所を登録事務所とする外国法事務弁護士

氏 名

登録番号 （職務上の氏名を使用している場合は、 所属弁護士会

職務上の氏名を併記すること。）

□上記に書ききれないときは、左にチェックして別紙８に記入すること。

従たる法律事務所を登録事務所とする外国法事務弁護士 （法律事務所ごと

に記入すること。

従たる法律事務所の名称

氏 名

登録番号 （職務上の氏名を使用している場合は、 所属弁護士会

職務上の氏名を併記すること。）

□上記に書ききれないとき、又は従たる法律事務所が複数あるときは、左に

チェックして別紙９に記入すること。



８．成立年月日 年 月 日

（以下は、合併による設立のときに記入すること。）

９．合併年月日及び合併の当事者

合併年月日 年 月 日

合併の当事者

届出番号 法人の名称 主たる法律事務所の名称及び所在場所

添 付 書 類

１．登記事項証明書（履歴事項全部証明書）

２．定款の写し



別記様式第２号（第３条関係） 

 

弁護士法人の変更届出書 

年  月  日 

日本弁護士連合会会長 殿 

 

法人名 

届出番号 

社員                      印 

注 代表社員の定めがある場合には代表社員が記名押印すること。 

 

 上記法人に変更がありましたので、弁護士法人規程第７条の規定に基づき次のとおり

届け出ます。 

 

 変更のある欄に○をし、変更内容を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

弁護士法人の名称 

（ふりがな） 

 （新） 

 
 （旧） 

 

 

 

 

 

 

主たる法律事務所の名称 

（ふりがな） 

 （新） 

 
 （旧） 

 

 

 

 

主たる法律事務所の所在場所 

（〒   －     ） 

 

 電話    （   ）     FAX    （   ） 

  従たる法律事務所→別紙１に記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所属弁護士会 

該当法律事務所名  新所属弁護士会  旧所属弁護士会 

□主たる法律事務所  □従たる法律事務所 

（所在場所） 

 

（名称） 

 

 

 

 

 

 

 

□主たる法律事務所  □従たる法律事務所 

（所在場所） 

 

（名称） 

 

 

 

 

 

 

 

 



 主たる法律事務所を登録事務所とする社員→別紙２に記入すること。 

 従たる法律事務所を登録事務所とする社員→別紙３に記入すること。 

 業務を執行する権利を有しない社員→別紙４に記入すること。 

 代表社員→別紙５に記入すること。 

 

 

主たる法律事務所を登録事務所とする使用人である弁護士 
→別紙６に記入すること。 

 

 

従たる法律事務所を登録事務所とする使用人である弁護士 
→別紙７に記入すること。 

 

 

主たる法律事務所を登録事務所とする使用人である外国法事務弁護士 
→別紙８に記入すること。 

 

 

従たる法律事務所を登録事務所とする使用人である外国法事務弁護士 
→別紙９に記入すること。 

 定款の変更（                      条） 

 登記内容の変更 

 

 

（以下は、合併後存続する弁護士法人の場合記入すること。） 

 合併年月日       年      月      日 

 

 合併により解散した弁護士法人 

届出番号 法人の名称 主たる法律事務所の名称及び所在場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添 付 書 類 

１．登記内容に変更があったとき 登記事項証明書（履歴事項全部証明書）。ただし、主たる法律事

務所を他の登記所の管轄区域内に移転したときは、旧所在地における登記に係る閉鎖事項全部証明

書も併せて添付すること。 

２．定款を変更したとき 定款の写し 



別記様式第２号の２（第３条の２関係） 

 

弁護士法人への種類変更届出書 

年  月  日 

日本弁護士連合会会長 殿 

法人名 

社員                   印 
注 代表社員の定めがある場合には代表社員が記名押印すること。 

 

 種類の変更により弁護士・外国法事務弁護士共同法人（以下「共同法人」という。）か

ら弁護士法人となったので、弁護士法人規程第７条の２の規定に基づき次のとおり届け

出ます。 

 
１．弁護士法人の名称並びに主たる法律事務所の名称及び所在場所 

弁護士法人の名称（ふりがな） 

 
 

主たる法律事務所の名称（ふりがな） 
 

 

所在場所 （〒   －    ） 
 

 

電 話     （    ） FAX     （    ） 

所属弁護士会 

 

 
２．従たる法律事務所の名称及び所在場所 

従たる法律事務所の名称（ふりがな） 

 
 

所在場所 （〒   －    ） 

 
 

電 話     （    ） FAX     （    ） 

所属弁護士会 
 
 

□複数あるときは、左にチェックして別紙１に記入すること。 



３．社員 

 主たる法律事務所を登録事務所とする社員 

登録番号 
氏 名 

（職務上の氏名を使用している場合は、職務上の

氏名を併記すること。） 
所属弁護士会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□上記に書ききれないときは、左にチェックして別紙２に記入すること。 

 

 従たる法律事務所を登録事務所とする社員（法律事務所ごとに記入すること。） 

従たる法律事務所の名称 

 

登録番号 
氏 名 

（職務上の氏名を使用している場合は、職務上の

氏名を併記すること。） 
所属弁護士会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□上記に書ききれないとき、又は従たる法律事務所が複数あるときは、左にチェックし

て別紙３に記入すること。 
 



４．業務を執行する権利を有しない社員 

 氏名（職務上の氏名を使用している場合は、職務上の氏名を併記すること。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□上記に書ききれないときは、左にチェックして別紙４に記入すること。 

 

５．代表社員 
 代表社員の定め □あり □なし（いずれかにチェックすること。） 

 代表社員の定めがあるときは以下に記入すること。 

氏名（職務上の氏名を使用している場合は、職務上の氏名を併記すること。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□上記に書ききれないときは、左にチェックして別紙５に記入すること。 

 

 

 

 



６．使用人である弁護士 

 主たる法律事務所を登録事務所とする弁護士 

登録番号 
氏 名 

（職務上の氏名を使用している場合は、

職務上の氏名を併記すること。） 
所属弁護士会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□上記に書ききれないときは、左にチェックして別紙６に記入すること。 
 
 従たる法律事務所を登録事務所とする弁護士（法律事務所ごとに記入すること。） 

従たる法律事務所の名称 

 

 

登録番号 
氏 名 

（職務上の氏名を使用している場合は、

職務上の氏名を併記すること。） 
所属弁護士会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□上記に書ききれないとき、又は従たる法律事務所が複数あるときは、左にチェックし

て別紙７に記入すること。 



７．使用人である外国法事務弁護士 

 主たる法律事務所を登録事務所とする外国法事務弁護士 

登録番号 
氏 名 

（職務上の氏名を使用している場合は、

職務上の氏名を併記すること。） 
所属弁護士会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□上記に書ききれないときは、左にチェックして別紙８に記入すること。 
 
 従たる法律事務所を登録事務所とする外国法事務弁護士（法律事務所ごとに記入する

こと。） 

従たる法律事務所の名称 

 

 

登録番号 
氏 名 

（職務上の氏名を使用している場合は、

職務上の氏名を併記すること。） 
所属弁護士会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□上記に書ききれないとき、又は従たる法律事務所が複数あるときは、左にチェックし

て別紙９に記入すること。                                                                       



８．種類変更年月日        年       月       日 

 
９．種類の変更前の共同法人 

届出番号 法人の名称 主たる法律事務所の名称及び所在場所 

 

 

 

 

 

 

 

添 付 書 類 
１．登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 
２．種類の変更前の共同法人に係る登記事項証明書 
３．定款の写し 



別記様式第３号（第４条関係）

弁護士法人の解散届出書
年 月 日

日本弁護士連合会会長 殿

法人名

届出番号

清算人・破産管財人 印

注 清算人又は破産管財人のいずれかに○をすること。

代表清算人の定めがある場合には代表清算人が記名押印すること。

上記法人は、下記事由により解散しましたので、弁護士法人規程第８条の規

定に基づき次のとおり届け出ます。

解散年月日 年 月 日

清算人

登録番号 氏 名 所属弁護士会

解散の事由

該当する事由に○をすること。

定款に定める理由の発生

総社員の同意

破産手続開始の決定

解散を命ずる裁判

社員の欠亡

添 付 書 類

１．登記事項証明書（履歴事項全部証明書）



別記様式第４号（第５条関係） 

 

弁護士法人の合併による解散届出書 

 

年  月  日 

 

日本弁護士連合会会長 殿 

 

法人名 

届出番号 

社員                    印 

注 代表社員の定めがある場合には代表社員が記名押印すること。 

 

 

 

 

 

 (法人名)                (届出番号)       は、合併によ

り解散しましたので、弁護士法人規程第９条の規定に基づき次のとおり届け出ます。 

 

 

合併年月日       年       月       日 

 

合併により設立した弁護士法人又は合併後存続する弁護士法人 
届出番号 法人の名称 主たる法律事務所の名称及び所在場所 

   

 

添 付 書 類 

１．登記事項証明書（閉鎖事項全部証明書） 



別記様式第５号（第６条関係） 

 

弁護士法人の清算結了届出書 

 

年  月  日 

日本弁護士連合会会長 殿 

 

法人名 

届出番号 

清算人                  印 

注 代表清算人の定めがある場合には代表清算人が記名押印す 

 ること。 

 

 

 

 

 

 

 （法人名）                は清算結了し、清算結了の登記をしま

したので、弁護士法人規程第１０条の規定に基づき次のとおり届け出ます。 
 

 

 

清算結了登記の年月日       年       月       日 

 

添 付 書 類 

１．登記事項証明書（閉鎖事項全部証明書） 



別記様式第６号（第７条関係）

弁護士法人の破産手続開始決定届出書

年 月 日

日本弁護士連合会会長 殿

法人名

届出番号

清算人

注 代表清算人の定めがある場合には代表清算人が記名押印すること。

（法人名） について破産手続開始決定がありましたの

で、弁護士法人規程第１０条の規定に基づき次のとおり届け出ます。

破産手続開始決定の年月日 年 月 日

係属裁判所及び事件番号

破産管財人の氏名

添 付 書 類

１．破産手続開始決定書の写し



別記様式第７号（第８条関係） 

別紙１（  頁） 

従たる法律事務所の名称及び所在場所 

 事務所ごと及び新設・廃止・移転・変更・種類変更の区分ごとに記入すること。 
 

□新設 

□廃止 

□移転 

□変更 

□種類変更 

※□のいずれかにチェックすること。 

 

名 称（ふりがな） 

 

 

所在場所 （〒   －    ） 

 

 

電 話     （    ）     FAX    （    ）     

所属弁護士会 

 

 

 

 移転の場合は以下にも記入すること。 

 移転した法律事務所の旧所在場所等 

名 称 

 

所在場所 （〒   －    ） 

 

 

電 話    （    ） FAX    （    ） 

所属弁護士会 

 



別紙２（  頁） 

 主たる法律事務所を登録事務所とする社員 
 

登録番号 

氏 名 
（職務上の氏名を使用している場合は、職務上

の氏名を併記すること。） 

所属弁護士会 

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

※□のいずれかにチェックすること。 



別紙３（  頁） 

 従たる法律事務所を登録事務所とする社員 
従たる法律事務所の名称 
 
 

登録番号 
氏 名 

（職務上の氏名を使用している場合は、職務上の氏

名を併記すること。） 
所属弁護士会 

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

 

従たる法律事務所の名称 
 
 

登録番号 
氏 名 

（職務上の氏名を使用している場合は、職務上の氏

名を併記すること。） 
所属弁護士会 

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

※□のいずれかにチェックすること。   



別紙４（  頁） 

 業務を執行する権利を有しない社員 

 氏 名 

（職務上の氏名を使用している場合は、職務上の氏名を併記すること。） 

□新規□削除 

□種類変更 
 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

※□のいずれかにチェックすること。 



別紙５（  頁） 

 代表社員 
 

 
氏 名 

（職務上の氏名を使用している場合は、職務上の氏名を併記すること。） 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

□新規□削除 

□種類変更 

 

※□のいずれかにチェックすること。 



別紙６（  頁） 

 主たる法律事務所を登録事務所とする使用人である弁護士  

 
登録番号 

氏 名 
（職務上の氏名を使用している場合は、職務上の氏

名を併記すること。） 
所属弁護士会 

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

※□のいずれかにチェックすること。 
 



別紙７（  頁） 
 従たる法律事務所を登録事務所とする使用人である弁護士  

従たる法律事務所の名称 

 

 
登録番号 

氏 名 
（職務上の氏名を使用している場合は、職務上の

氏名を併記すること。） 
所属弁護士会 

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

 

従たる法律事務所の名称 

 

 
登録番号 

氏 名 
（職務上の氏名を使用している場合は、職務上の

氏名を併記すること。） 
所属弁護士会 

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

※□のいずれかにチェックすること。 



別紙８（  頁） 

 主たる法律事務所を登録事務所とする使用人である外国法事務弁護士 
 

登録番号 
氏 名 

（職務上の氏名を使用している場合は、職務上の

氏名を併記すること。） 

所属弁護士会 

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

※□のいずれかにチェックすること。 



別紙９（  頁）  

 従たる法律事務所を登録事務所とする使用人である外国法事務弁護士 
従たる事務所の名称 
 

 
登録番号 

氏 名 
（職務上の氏名を使用している場合は、職務上の

氏名を併記すること。） 

所属弁護士会 

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

 
従たる事務所の名称 
 

 
登録番号 

氏 名 
（職務上の氏名を使用している場合は、職務上の

氏名を併記すること。） 

所属弁護士会 

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

□新規 

□削除 

□変更 

□種類変更 

   

※□のいずれかにチェックすること。 


